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☐

☐

☐

☑
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44.4％

1.4％ 2.5％

項目 リサイクル用紙の利用

55.0％

指標
（更新時に向けた数値目標）

項目 顧問先の黒字化割合

現状（2024年） 更新時（3年後）

三側面
前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標

（分野に☑）

太陽光発電と蓄電池の導入によ
り自社使用電力を2022年3月
約40％→25年3月までに
100％を再生可能エネルギーで
賄う。

三側面
前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標

残業時間の減少12％程度達成

コロナ禍からの回復途中の3年間であったため、顧問先企
業の黒字化は2022年当初より低下し未達だった。また、
顧問先へのSDGｓ導入は達成できた。

項目 ベースアップ

三側面
（分野に☑）

現状（2025年） 更新時（3年後）

省エネ・省資源の取組みで、環境負荷を軽減し、地
球環境の保全に貢献していきます。

現状（2025年） 更新時（3年後）

黒字企業56％→44％と減少、
SDGs10％導入は達成できた

前期のSDGsに関する重点的な取組み

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

前期の指標

10％

前期の指標に対する実績

20％
・「SDGsに関する重点的な取組み」には環境・社会・経済の三側面の全てについて、重点的な取組みを記載してください。なお、取組みが複数の
分野に該当する場合は、それぞれの分野にチェックを入れてください。
・「指標（更新時に向けた数値目標）」には、それぞれの取組みに対する「目指す姿」の実現を念頭に、それを評価するための指標項目と、現状の数
値および更新時（3年後）の数値目標を記載してください。前期と同じ取組みの場合は、現状の数値と下記の前期実績が一致しているかをご確
認ください。

前期の指標に対する実績

（分野に☑）

働き方改革によって2022年3
月→2025年3月期間で残業の
10％削減を図り、ワーク・ライ
フ・バランスをの確保を進めま
す。

前期の指標に対する実績

従業員が働きやすく多様な人材が活躍できる職場環境の
整備を進めます。

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

働き方改革により達成できた。

経済

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

a

a 繁忙時の電力諸費量が高く、電気全量の再エネ化は未達
成

自社使用電力を40％→66％程
度達成

a

社会

経済

環境

社会

経済

・「三側面」、「前期のSDGsに関する重点的な取組み」と「前期の指標」には、前回登録申請した際に記載した「三側面」、「SDGsに関する重点的
な取組み」と「指標」をそのまま転記してください。
・「取組みの進捗状況」には、前期の重点的な取組みの実施状況を記載してください。指標が未達成の場合は、その理由等も記載してください。
・「前期の指標に対する実績」には、「前期の指標（数値目標）」に対する実績を数値を用いて記載してください。
※提出前に全てセルが青色から白色に変更になっているかをご確認ください。

＜パートナーシップ＞

・「パートナーシップ」には、企業やNPO法人、行政など関係機関との連携を記載してください。

顧問先企業の存続と成長のため、関係金融機関や行政との信頼関係を強くする。事業所内においても、従
業員１人１人の状況に応じ働きやすい職場環境の整備を図り、所得水準の向上・賃金アップを目指す。

＜SDGsに関する重点的な取組み及び指標に係るこれまでの進捗状況＞

環境

社会

社会

経済

環境

環境

社会

経済

税務・会計・経営に関する専門サービスを通して、企業の
存続と成長のベストアドバイザーを目指します。

顧問先の黒字化2022年3月
56％→2025年3月80％の達
成と同期間での顧問先への
SDGs導入支援10％

省エネ・省資源の取組みで、環境負荷を軽減し、地球環境
の保全に貢献していきます。

経済

環境

事業者名 西本会計事務所

地域経済の持続的成長への貢献と働きがいのある職場づくりをし、多様な人材が活躍できる職場環境の
整備を進めます。また、地域貢献・社会貢献活動の実践及び省エネ・省資源の取組みで、環境負荷を軽減
し、地球環境の保全に貢献していきます。

＜SDGsに関する重点的な取組み及び指標＞

a

＜2030年のSDGs達成に向けた経営方針と目指す姿＞

更新

三側面
（分野に☑）

環境

社会

SDGsに関する重点的な取組み

税務・会計・経営に関する専門サービスを通して、
企業の存続と成長のベストアドバイザーを目指し
ます。

従業員が働きやすく多様な人材が活躍できる職
場環境の整備を進め、賃金アップを目指す。


